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Abstract: The offshore of Niigata, where earthquake source faults that causes the 1964 Niigata Earthquake and the 2007 
Chuetsu-Oki earthquake are distributed, is located in the high strain rate belt. However, most of offshore geology is poorly 
known due to limit of observation. To obtain the integrated seismic data in and around the Niigata coastal area, we conducted 
offshore-onshore seismic reflection profiling across a northern extension of inland active reverse fault along the eastern foot 
of Kakudayama. Along the offshore part and the onshore part of the seismic profile, 120ch hydrophones and 180ch geophones 
were deployed, respectively. The source used in offshore survey is an air gun array (80 cubic inch), and in onshore survey 
is one middle vibrator truck (ENVIRO-VIB) with 10-80 Hz signals. The survey source spacing of both surveys was 5 m, 
and also receiver spacing was 10 m. The obtained seismic profiling data were processed by conventional common mid-point 
(CMP) methods.
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1．はじめに

　新潟沿岸域は日本海東縁の歪集中帯に位置し，

1964 年新潟地震や 2007 年中越沖地震を引き起こし

た震源断層が分布している．このような日本海東縁

は，地震発生ポテンシャルが高いと予想される領域で

あるものの，これまで調査アプローチの難しさからそ

の沿岸部の地質情報はほとんど得られていない．一

方，本地域の主要地質構造の一つである長岡平野西縁

断層帯は，東頸城丘陵に代表されるような褶曲山地の

東翼をなし，石油資源調査や活断層調査から下部更新

統を大きく変位させる西上がりの逆断層であるとされ

ている．この断層帯の北部を構成する角田山東縁断層

は，その平均上下変位速度が 3mm/yr と日本の内陸

活断層の中でも高いグループに属している（地震調査

研究推進本部，2004）．また，その分布は，角田・弥

彦山塊の東縁から新潟海岸の沖合海域へと連続すると

され，角田山東縁断層の位置・形状を詳細に知ること

が，新潟沿岸域の地質情報としても重要であると考え

る．本調査では浅部（地下 500m）を対象深度とする

反射法地震探査を実施し，海陸をまたぐ地下断面を得

た．本稿では，海域・陸域の両方で得られたデータに

対して行った解析結果について報告する．

2．海陸接合反射法地震探査の概要

　探査は平成 21 年 8 月 16 日－同年 8 月 29 日まで

の間，新潟市西区内野上新町・中権寺およびその沿

岸域において実施した．測線は，石油公団（1991，

1992）の 2 つの反射断面（SN90_A と SN90_9；第 1 図）

で捉えられた断層の位置を結んだ線分（断層の推定位

置）を，海域で横断するように設計し，測線長は陸域

約 3km，海域約 3km とした．第 1 図に探査測線図を

示す．反射法地震探査は，（1）陸域発震－陸域受振（LL

測線），（2）陸域発震－海域受振（LM 測線），（3）海
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域発震－陸域受振（ML 測線），（4）海域発震－海域受

振（MM 測線）の合計 4 つの調査形態によるデータ

取得を行った（第 2 図）．各測線の探査仕様は第 1 表

に示す．

　陸域の受振は，固有周波数 10Hz のジオフォン（6 

個組）を 10m 間隔で設置し，通常 180ch で収録した

（第 3 図 -a）．探鉱機には DSS-12（サンコーコンサル

タント（株）製）を用いた．受振器の展開は測線の状

況等により，切り替えのタイミングが不規則となった

が，基本的には固定した 180ch の受振点の南端から

発震を開始し，適当な受振点まで発震したところで受

振点を 12ch 分北へ移動する方法をとった．したがっ

て，LL 測線の場合，発震・受振の最大オフセットは

発震位置により 1800m から 1000m の間で変化する．

ML 測線では，海岸線際から 180ch（約 1.8km）の固

定展開で海発震の記録を受振した．また，陸上震源に

第 2 図　 海陸接合反射法地震探査の概念図．

Fig.2    Conceptual image of offshore-onshore integrated seismic reflection profiling.

第 1 図　 調査地域周辺の地形・地質と反射法地震探査測線． 
地質図は新潟県地質図改訂委員会（2000），活断層線は，池田ほか（2002）による．

Fig.1    Geology and seismic lines around the survey area. 
The geologic map is after Niigata Prefecture Geological Map Revision Committee (2000). The distribution of 
active faults is after Ikeda et al. (2002).
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は，ENVIRO-VIBE（IVI 社製；第 3 図 -b）を使用した．

震源の Sweep 周波数はテストの結果を踏まえ 10－

80Hz，垂直重合数は標準で 4 回とした．発震は，LL

測線，LM 測線のいずれも，受振点と受振点間の中点

で行い，発震点間隔は 5m となる．

　海域の受振は，120ch のハイドロフォンを 10m 間

隔に組み込んだケーブル（ベイケーブル；第 4 図 -a）

を海底に敷設し，浜側展開と沖側展開に分けて受振し

た．探鉱機には Geode（Geometrics 社製）を用いた．

浜側展開は，可能な限り海岸線に近づく計画であった

が，海況不良のため海岸線より約 400m 沖合からの

敷設となった．LM 測線では，海岸線から 1km の区

間で行った発震記録を浜側展開と沖側展開のそれぞ

れで収録した．海域の震源には，総容量 80 立方イン

チのエアガン（第 4 図 -b）を使用し，船速を調整し

ながら 20m 間隔で発震した．また，発震は同じ航路

で位置をずらしながら 2 往復しており，最終的には，

発震点間隔 5m のデータを取得した．

第 1 表　新潟 2009 反射法地震探査のデータ取得パラメータ．

Table 1    Data acquisition parameters for the Niigata 2009 seismic line. 
(a) LL line, (b) LM line, (c) ML line, (d) MM line
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3．データ処理

　取得データは一般的な共通反射点（CMP）重合法

に基づいて処理し，海陸接合断面を作成するため，1．

各測線の CMP 重合断面の作成，2．各 CMP 重合断面

に対する接合処理（接合 CMP ギャザーの作成），3．

接合 CMP ギャザーによる CMP 重合断面・深度断面

の作成に分けて行った．反射法地震探査処理は，株式

会社地球科学総合研究所製のデータ処理ソフトであ

る，Super X-C を用いた．各測線データに対する処理

フローは第 5 図に，各測線のデータに適用した処理

パラメータは第 2 表に示す．

3.1　各測線データの処理

3.1.1　データ編集

　後述する海陸接合断面を作成するためには，震源と

受振器がそれぞれ異なる組み合わせで取得されたデー

タの極性を予め統一する必要がある．そこで LL 測線

のコリレーション後の取得データ波形の極性を基準と

して，MM 測線（海発震－海受振），ML 測線（海発

震－陸受振）のデータに対して波形の極性反転を行っ

た．

　また，収録データにおける 無線による T.B. の遅延，

各種レコーダおよび展開で異なる pre trigger の値，

さらに，ENVIRO-VIBE の Synthetic に対する Filtered 

Ground Force（FGF）の遅延（13ms）を考慮した時

間補正を各データに対して行った．

　この後，LL 測線および LM 測線のショットギャザ

ーに対しては FGF の Sweep 波形を用いてコリレーシ

ョンを行った．また，LL 測線のショットギャザーに

対しては，データ収録時にオペレートミス・システム

の不具合で収録チャンネル数の増減が生じたため，不

要なチャンネルの削除などのトレース編集を行った．

以上の作業を行い，LL 測線および LM 測線の全ショ

ットギャザーの編集が整った後，発震点毎に記録を垂

直重合（Diversity stack）した．

　第 6 図～第 9 図には各測線のショット記録の例を

示す．LL 測線（第 6 図）では，ほとんどの記録で初

第 3 図　 陸域調査機器． 
（a）受振器設置状況， （b）発震装置（ENVIRO-VIB）．

Fig.3    Land survey equipments. 
(a) Receiver. (b) Seismic source (ENVIRO-VIB).

第 4 図　 海域調査機器． 
（a） 受振ケーブル（ベイケーブル），（b） 発震装置（エ
アガン）．

Fig.4    Sea survey equipments. 
(a) Receiver cable, (b) Seismic source (Air gun).
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動が届いた範囲はオフセット 500－1000m 程度，反

射面は往復走時 0.5sec 以浅であった．LM 測線では，

SP. 603 の発震（第 7 図 -a）において初動が沖展開の

110ch 付近（震源から約 1800m）まで届いており，

反射面も往復走時 1.5sec 以浅で確認できる．SP. 700

の発震（第 7 図 -b）においては遠地であることもあ

り，初動が確認できるのは陸側展開の 180ch （震源

から約 800m）までである．ML 測線では，海岸線近

傍の発震（第 8 図 -a）では，初動は 80ch（震源から

約 1200m）付近まで届くが，反射面を確認できるの

は 25ch 付近（震源から約 650m）までである．なお，

最も沖合の SP.1 の発震記録（最小オフセット 3km，

第 8 図 -b）では，有効な信号を確認できなかった．

MM 測線（第 9 図）では，展開した 1.2km の範囲で

は初動が届いており，側方へ連続の良い反射面群が確

認できる．しかし，見え方の強弱はあるものの，全ト

第 5 図　 共通反射点重合法の解析フロー．

Fig.5    Flowchart of individual data processing by Common mid-point method.
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第 2 表　新潟 2009 反射法地震探査データの処理パラメータ．

Table 2    Processing parameters for the CMP of the Niigata2009 seismic data. 
(a) LL line seismic data, (b) LM line seismic data, (c) ML line seismic data, (d) MM line seismic data
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第 6 図　 LL 測線のショット記録． 
（a） は SP.603， （b） は SP.800， （c） は SP.1199 のショット記録で，それぞれ 4 回の発震を垂直重合し振幅調整して
いる．

Fig.6    Example of the LL line shot records. 
Shot record at SP.603 (a), SP.800 (b) and SP.1199 (c) are shown with 4 fold vertical stacks and trace balancing.
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レースに 200msec 間隔のスパイク状ノイズが出現し

ている．LL 測線および MM 測線のデータに関しては，

卓越していたコヒーレントノイズや表面波のノイズ除

去するため，この段階で F-K ノイズ除去フィルタ（時

間・空間領域の速度フィルタ）を適用した．また MM

測線のデータに対しては，デスパイクフィルタを施し，

前述のスパイク状ノイズを除去した．

3.1.2　CMP 編集

　4 測線の受振点・発震点の座標を元に共通反射点

（CMP）の分布を調べ，CMP 分布域の中央部を横切る

第 7 図　 LM 測線のショット記録． 
（a）は SP.603， （b）は SP.700 のショット記録で，それぞれ 4 回の発震を垂直重合し振幅調整している．

Fig.7    Example of the LM line shot records. 
Shot record at SP.603 (a) and SP.700 (b) are shown with 4 fold vertical stacks and trace balancing.
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ように重合測線を設定した．CMP ギャザーは重合測

線に沿って集めた．CMP 番号は，海域北端を 1 とし，

陸域南端では 1097 となる．CMP 間隔は，受振点間

隔の半分である 5m と定義した．重合測線図を第 10

図に示す．

第 8 図　 ML 測線のショット記録． 
（a） は SP.561， （b） は SP.1 のショット記録．それぞれ振幅調整している．

Fig.8    Example of the ML line shot records. 
Shot record at SP.561 (a) and SP.1 (b) are shown with trace balancing.

3.1.3　振幅回復

　取得波形は，波動の球面発散，非弾性的吸収，反射

波の透過損失等により，時間と共に急激に減衰する．

これらの減衰を補償することを目的として，各測線

の CMP ギャザーに対して時間の 1.2 乗 の関数を用い
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た振幅回復を適用した．ML 測線および MM 測線の

CMP ギャザーに対しては 5/8－80/90Hz の帯域通過

フィルタを適用した．

3.1.4　デコンボリューションフィルタ

　システムの応答がインパルスでないことに起因する

波形のなまり，地層の中での多重反射，ハムの様なリ

ンギングノイズ等を除くことを目的としたデコンボリ

ューションフィルタを適用した．

　ENVIRO-VIB を震源とする LL 測線および LM 測線

の CMP ギャザーには，ゲート長：1000ms，オペレ

第 9 図　 MM 測線のショット記録． 
（a）は SP.120，（b）は SP.440 のショット記録．それぞれ左側が沖展開，右側が浜展開の記録を示し，振幅調整している．

Fig.9    Example of the ML line shot records. 
Shot records at SP. 120 (a) and SP.440 (b) are shown with gain recovery. Left: Off side spread, right: shore side 
spread.
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第 10 図　�新潟 2009 の反射法地震探査測線と重合測線．�
緑線は新潟 2009 探査測線と受振点番号，青線は重合測線と CMP 番号を示す．

Fig.10    Niigata 2009 seismic survey line and CMP stacking line. 
The green line is the Niigata 2009 survey line and green numbers are receiver point numbers. The blue line is 
Niigata 2009 CMP line and blue numbers are CMP numbers.
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ータ長：200ms，スライディング速度：2000ms，予

測距離：1ms，ホワイトノイズ補正：7%とした BLRR

（Band-Limited� Ridge� Regression）型デコンボリュー

ションを適用した．

　MM 測線および ML 測線の CMP ギャザーには，ゲ

ートタイプ：タイムインバリアント型，ゲート長：

2000ms，オペレータ長：200ms，スライディング速

度：1500ms，予測距離：1ms，ホワイトノイズ補正：

0.5%としたホワイトニングデコンボリューションを

適用した．

3.1.5　屈折初動解析に基づく静補正

　陸上表層付近の風化層の影響および標高差の補正を

行うことを目的とした静補正を，LL 測線の記録を用

い屈折法解析によって求めた．屈折法解析では，まず，

LL 測線の全ショットギャザーの初動（明瞭に読める

もののみ）を読み取り，改良型タイムターム法により

表層構造を求めた．表層風化層の速度は，測線全体の

平均的な値として 400m/s を仮定し，第二層速度の

推定には，初動の走時分布を参考に，オフセット（発

震点－受振点間の距離）150－600m のデータを用い

ることとした．第 11 図に屈折初動解析結果を示す．

LL 測線の CMP ギャザーには，NMO（Normal� Move�

Out）補正前にこの結果から算出される受振点補正値

と発震点補正値を適用し，標高差の補正は，CMP�重合・

深度変換後に実施した．

　なお，求められた受振点補正値および発震点補正

値は，LL 測線のほかに ML 測線の受振点における表

層静補正（receiver�statics），LM 測線の発震点におけ

る表層静補正（shot� statics）として適用した．また，

LM 測線，ML 測線，MM 測線のデータについては，

基準面を Mean� Sea� Level に合わせるために，エアガ

ンおよびハイドロフォンケーブルに対し，設置深度に

対応する時間補正を行った．

3.1.6　速度解析 と NMO 補正

　上記までの処理を行った後，定速度重合法および定

速度スペクトル法により速度解析を実施した．解析

点は LL 測線および LM 測線では約 100m 毎，ML 測

線および MM 測線では約 200m 毎に設けた．�速度解

析結果に基づき，反射波走時を垂直走時に変換する

NMO 補正を行った．

3.1.7　残差静補正

　NMO 補正後の� 各測線の CMP ギャザーに対してト

レース間の相互相関を計算し，最大相関値を与えるタ

イムラグの平均値からのずれを誤差とし，その値を統

第 11 図　�屈折初動解析による表層構造．�
（a）�タイムターム値，（b）�表層速度構造，（c）�表層第 1 層の基底深度と標高．

Fig.11    Near-surface structure determined by time-term analysis. 
(a) Time-terms, (b) Velocity structure, (c) Topography and depth structure of weathered layer.
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計的に発震点，受振点の補正値に分離して 2 次的な

静補正を行った．

3.1.8　NMO 後ミュートとトレースバランス

　オフセットの大きいデータ波形の NMO 補正による

過大な伸長を防ぐため，各測線の CMP ギャザーに対

して，アウトサイドミュートを行った．この後，振幅

分布を均一化し，重合効果を上げるため，短いタイム

ゲートの Auto�Gain�Control（AGC）を適用した．

3.1.9　CMP 重合

　NMO 補正� 後の CMP� ギャザーを CMP 重合し，反

射波の時間断面図を作成した．第 12 図～第 15 図に

各測線の CMP 重合断面図を示す．第 12 図～第 15

図には，重合後に FX 予測フィルタと 5/8－60/70Hz

の帯域通過フィルタが適用されている．

3.2　各測線データの接合

　ここでは接合 CMP ギャザーの作成に際して行った

統合処理について記述する．

3.2.1　時間補正量の推定

　4 測線の CMP 重合断面を正しく接合するにあたり，

第 12 図　�LL 測線の重合断面．

Fig.12    Filtered stacked section of the LL line.

第 13 図　�LM 測線の重合断面．

Fig.13    Filtered stacked section of the LM line.
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各 CMP 重合断面に対する時間補正量を推定した．具

体的には，Mean� Sea� Level を基準面とする基準面補

正がなされている各 CMP 重合断面を用いて，1）LM

断面を固定とし，MM 断面を両断面に共通する反射

波が一致する様にずらした時の時間シフト量をエアガ

ンに与える補正量として求めた．その値は +10ms で

ある．同様の方法で 2）ML 断面（固定）と MM 断面

とを比較し，ハイドロフォンに与える補正量を求めた．

その値は -4ms である．

3.2.2　時間補正量の適用

　3.2.1 で求めた時間補正量は，LM 測線，ML 測線，

MM 測線の CMP 重合直前の CMP ギャザーに適用し

た．すなわち，LM 測線の CMP ギャザーには，ハイ

ドロフォンに対する時間補正量として，-4ms を与え

た．ML 測線の CMP ギャザーには，エアガンに対す

る時間補正量として，+10ms を与えた．MM 測線の

CMP ギャザーには，ハイドロフォンおよびエアガン

に対する時間補正量として，+6ms を与えた．

3.3　接合 CMP 重合処理

　接合重合断面は，上記による時間補正を行った後，

各測線の CMP ギャザーを統合し，再度 CMP 重合法

第 14 図　�ML 測線の重合断面．

Fig.14    Filtered stacked section of the ML line.

第 15 図　�MM 測線の重合断面．

Fig.15    Filtered stacked section of the MM line.
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による処理を行うことで作成される．接合 CMP 重合

処理のフローチャートを第 16 図に，処理パラメータ

を第 3 表に示す．

3.3.1　接合 CMP 編集

　時間補正を行った各測線のCMPギャザーを統合し，

再度 CMP 編集を行った．この際，大きなオフセット

のデータは不要（S/N の向上に寄与しない）と判断

し，LL 測線・MM 測線・LM 測線ではオフセットを

1500m まで，ML 測線ではオフセットを 1000m ま

でとする制限を設けた．

3.3.2　残差静補正

　NMO 補正後の接合 CMP ギャザーに対してトレー

第 16 図　�接合 CMP データの重合処理フロー．

Fig.16    Flowchart of integrated data processing by Common mid-point method.

第 3 表　新潟 2009 接合 CMP データの処理パラメータ．

Table 3    Processing parameters for the integrated CMP data.
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ス間の相互相関を計算し，最大相関値を与えるタイム

ラグの平均値からのずれを誤差とし，その値を統計的

に発震点，受振点の補正値に分離して 2 次的な静補

正を行った．

3.3.3　残差補正後速度解析

　残差補正を施したデータに対し，定速度重合法およ

び定速度スペクトル法による速度解析を行った．解析

点は 40CMP 毎（200m 毎）とし，21 箇所において

実施した．この結果の重合速度プロファイルを第 17

図に示す．

3.3.4　トレースバランス

　接合 CMP ギャザーの全トレースの振幅を揃えるた

め，トレース振幅の標準偏差値を用いて，ノンタイム

ヴァリアント型のトレーススケーリングを行った．

3.3.5　接合 CMP 重合

　接合 CMP ギャザーを CMP 重合し，海陸が接合さ

れた反射断面を作成した．

3.3.6　フィルタリング処理

　CMP 重合後のデータに対して，S/N を向上させる

ため，5/8－60/70Hz の帯域通過フィルタ処理，コ

ヒーレンシー強調フィルタ（FX 予測フィルタ）処理

を行った．第 18 図に CMP 重合断面図を示す．また，

後述のマイグレーション処理，深度変換処理は，この

フィルタ処理を行う前の CMP 重合データに対して実

施し，それぞれの処理後に，フィルタを適用すること

とした．

3.3.7　マイグレーション処理

　傾斜した地層からの反射をその本来の位置に戻すた

め，マイグレーション処理を行った．今回は，キルヒ

ホッフ時間マイグレーションを適用した．この手法は，

浮動基準面からのマイグレーションが可能であり，ま

た，重合測線の屈曲が補償される利点がある．パラ

メータは，オペレータ距離：2000m，マイグレーシ

ョンが適用される最大傾斜角：45 度である．速度情

報には速度解析で得た重合速度プロファイルを滑らか

にした速度プロファイルを用いた．また，その速度プ

ロファイル対するスケールファクターは，タイムヴァ

リアントとし，往復走時 0－1sec：100%，1－2sec：

90%，2－3sec：80%とした．マイグレーション時間

断面を第 19 図に示す．

3.3.8　深度変換および標高補正

　マイグレーション処理で用いたものと同じ速度プロ

ファイルを用いて深度変換を行った．標高補正を行い，

標高 0m を基準にした深度断面図を第 20 図に示す．

第 17 図　�重合速度プロファイル．

Fig.17    RMS velocity profile determined by velocity analysis.
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4．反射断面と今後の課題

　海陸接合深度断面（第 20 図）では，海域において

深度 2km 付近まで反射面が捉えられているが，陸域

では明瞭な反射イベントがほぼ 500m 以浅に限られ

ている．以下には，反射面の特徴について詳述する．

　地表から深度 150－200m において，連続性の良

いほぼ水平な反射面群が，測線全般にわたって捉えら

れている．この反射面群は，出現深度や下位の反射面

を不整合に覆うような特徴から完新統に対比される．

その下位では，CMP230－450 において，やや低周

波で東への見かけ傾斜 10－20 度の反射面群が見られ

る．この反射面群は CMP450 付近より南東側では西

へ緩く傾斜するか，ほぼ水平な反射面へと連続する．

第 19 図　�接合新潟 2009�CMP データのマイグレーション時間断面．

Fig.19    Migrated time section of the integrated Niigata 2009 seismic data.

第 18 図　�接合新潟 2009�CMP データの重合時間断面．

Fig.18    Filtered stacked time section of the integrated Niigata 2009 seismic data.
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断面の北西端からこの反射イベントの下限をなぞっ

て CMP400 の深度 900m に至る領域には，振幅が強

く周波数の低い反射面が認められ，上位の反射面群と

の違いが明瞭である．また，前述の CMP230－450

の傾斜イベントと特徴の類似する反射面は CMP650

－1050 の深度 200－400m にも断片的に見られ，

CMP700－750 付近の反射面は南東へ，CMP860-�

950 の反射面はやや北西へ傾斜する様子が捉えられ

て い る． な お，CMP350－390 お よ び CMP450－

550 は，初動の屈折波解析において表層第 1 層の基

底が乱れていた範囲でもあるため，反射断面の地質解

釈は，解釈は詳細な静補正を行った結果をもって行う

こととする．

　一方，新潟地域は従来の浅層反射法地震探査から

も，急激な波の減衰が生じることが知られていた．そ

の要因は，平野下に分布するとされるガス層（G1 基

底礫層）の影響とも考えられており．山口ほか（2009）

は，国道 402 号線の探査において，四ツ郷屋以東で

200m 以深に反射面がほとんどイメージングされない

ことを踏まえ，今回の実験にあたり発震エネルギーの

増大や周波数などの工夫が必要であることを指摘し

た．そのため本探査では，陸上震源を小型から中型の

バイブレータ（道幅の制限で大型バイブレータは使用

できず）に変更し，周波数テストを行った結果を踏ま

え，発震パラメータを決定した．しかし，結果的には

記録が劇的に向上することはなく，CMP570 より南

東側では，CMP970－1030 の深度 500－900m の水

平な反射イベントを除いては，500m 以深に反射イベ

ントを確認することができなかった．データの取得段

階で言えば，測線が未固結で乾燥した砂地であり，受

振計や震源の地面とのカップリングが悪かったこと

も，記録向上に結びつかなかった原因の一つと思われ

る．また，この地域は砂丘が分布し，低速度層の層厚・

標高の変化が著しい場所であるため，処理段階におい

ては，静補正を詳細かつ適切に行うこと，リンギング

への対処としてデコンボリューションのパラメータ設

計を適切に行うことが重要である．

5．まとめ

　新潟沿岸域の地質調査の一環として，本地域の主要

地質構造の一つである長岡平野西縁断層帯北部を構

成する角田山東縁断層の位置・形状を明らかにする

ことを目的に，海陸を接合する反射法地震探査（新

潟 2009 測線）を実施した．反射法地震探査測線は海

域 3km，陸域 3km の全長約 6km で，海上発震およ

び陸上発震を陸と海の受振ラインで同時に観測するこ

とによって，海陸が接合した反射断面を得た．その結

果，海域では 2km 付近まで反射面が捉えられている

が，陸域における波の減衰は著しく，明瞭な反射イベ

ントは，ほぼ 500m 以浅に限られる．海域で捉えら

れた東傾斜の反射イベントは，地層の変形を表現して

いる可能性が高いが，地質解釈は今後の再処理の結果

を踏まえて検討していく．

第 20 図　�接合新潟 2009�CMP データの深度断面．

Fig.20    Depth section of the integrated Niigata 2009 seismic data with no vertical exaggeration.
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